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はじめに

近年、地域における人々のつながり・支え合いの意識が希薄になり、家庭
や学校という限られた人間関係の中で生活している子どもたちや、子育てに
不安を抱えながらも、孤立感を募らせている保護者が増加しています。一方、
本県の子どもたちを取りまく状況は、全国平均と比較して自尊感情や規範意
識が低位であり、児童虐待相談件数や不登校児童生徒の増加など大きな課題
を抱えています。

奈良県社会教育委員会議では、平成２６年度の会議において、家庭と子ど
もの育ちに関する課題が、社会教育がアプローチしなければならない喫緊の
課題であることを確認し、『子どもに関する課題を解決するための大人の学び
を創造する社会教育の在り方』をテーマとし、社会教育が子どもの多様な課
題の受け皿となるための方策について話し合うこととしました。

会議ではまず、テーマにある「子どもの課題」を出し合うことから始めま
したが、議論が深まるほど、その背景にある親の抱える課題が浮き彫りとな
り、親の学びの機会や自らの子育てが認められる場の少なさ、子育て家庭を
支える地域の脆弱さに気付くこととなりました。誰もがはじめから親であっ
たわけでなく、子どもができて初めて親になります。親自身が子どもをどう
育てていくかを学び、親として育っていきます。

そこで、子どもたちの課題を多角的な視点からアプローチするため、「親の
育ちをサポート」「つながりづくり」「子どもの育ちをサポート」の三本の討
議の柱を設定し、まず第一に、現在の子育て家庭が直面している様々な課題
を踏まえ、子どもの課題を解決するために学ぶ親をどのように支援するのか
という、「親の育ちをサポート」から検討を始めました。

以降、こうした親の学びや育ちを地域全体でサポートし、子育て家庭を支
えていくことのできる地域コミュニティを再生するために、「つながりづくり」
をどう仕掛けていけば良いのか。子どもたちが、自らの課題を自ら解決でき
る自立した人間として成長するために、学校・家庭・地域が連携し、地域総
掛かりでどう「子どもの育ちをサポート」するのかについて、順次、検討を
重ねました。

この度、それぞれの討議の柱について、話し合われた内容を提言という形
でまとめるとともに、提言に関わる県内各地の具体的な地域活動モデルを調
査・掲載した報告書を作成することとなりました。

本報告書が、本県における社会教育の振興のための指針となるとともに、
本書を手にした子どもに関わる当事者の「できることを、できるところで、
できる限りやってみよう」という意欲を呼び込み、県内各地で子どもに関す
る課題解決のための取組が一層推進することを祈念するものであります。

奈良県社会教育委員会議 議長 飯田 喜代視
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第１章 「親の育ちをサポート」

【現状と課題】
近年、就業形態の変化、人口の流動化、価値観の多様化など社会環境が変

化する中で、人々の職と住が分離し、地域への愛着・帰属意識や、地域にお
ける人のつながりや支え合いの意識が希薄化している。加えて、親の多忙、
家族の小規模化等が進行し、親が子育てについて学ぶ場や機会が極端に少な
くなっている。自らの子育ての課題について気づいていなかったり、不安を
抱えたままで子育てをする親が多く、そのことが、子どもたちに関わる様々
な課題を生み出す一要因となっている。

「奈良県子育て実態調
査」によると、子育てに
心理的、精神的な不安・
負担感を感じるかとの問
いに対し、「まったくそ
う感じる」（１３．３％）
「どちらかといえばそう
感じる」（３２．７％）
を合わせると４６．０％
となり、ほぼ半数が不安
や負担感を抱えながら子
育てを行っている結果と
なっている。また、子育
てに関する相談相手につ
いて「３名以上はいる」
と答えた割合は５８．２
％で、５年前の結果と比
較して減少傾向にあり、「いない」の割合も３．０％あることなど、子育て家
庭が孤立化の傾向にあることがうかがえる。

一方、「家庭の地域にお
ける子育てに関する意識調
査」において、子育てをす
る人にとっての地域の支え
の重要性を聞いたところ、
「とても重要」（５７．１
％）「やや重要」（３３．８
％）をあわせた約９割が地
域の支えが重要だと思うと
回答しており、家族が地域
から閉じた存在になること

「家庭の地域における子育てに関する意識調査」（H25 内閣府）
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が危惧される中、家庭の「地域の支え」への期待度は高いことがうかがえる。

【提言】 親の「たまり場」をつくり、親の育ちの循環を促す
親の育ちをサポートする入り口として、どの親も気軽に集える「たまり場※」

をつくり、その場で生まれたつながりを利用して、親の育ちのための「大人
の学び」をつくりだす仕掛けが必要である。「たまり場」は、なにも特別な場
所とは限らない。すでにある「場所」や「機会」を活用して「たまり場」と
していくこともできる。ＰＴＡの会合や公民館講座、地域の集会など、そこ
に参加することが楽しくて有意義に感じることができればそこが「たまり場」
となる。

親と子、親と親、親と社会教育関係者等が多様につながり合うことができ、
親としての学びの機会の充実・その質の向上が図られるような「たまり場」
にしていくためには、そこでのプログラムを創り出し、活動をコーディネー
トしていく資質をもった者が必要である。社会教育主事、公民館職員、ＮＰ
Ｏ職員、地域で社会教育を担う者等の資質向上を図るため、育成をバックア
ップする行政の役割を整理し、プログラムの手法や実践例等の情報を提供し
たり、その者たちがつながり合える場（研修等）をつくったりしていく活動
が不可欠である。

※「たまり場」とは…
誰でも来ることができて、楽しむことができる、親のよりどころとなる

「場」や「機会」。
・「場」の概念

学校や公民館、集会所、商店街など、多様な人が意見交換を行う場。
・「機会」の概念

公民館の講座やＰＴＡの会合、地域のスポーツクラブなどある一定
の人が集う機会・ネットワーク等。

親が「たまり場」に集い、自然につながる中で、「課題」に気づき、「やり
たいこと」が生まれる。それをコーディネートする者（社会教育主事、公民
館職員、ＮＰＯ職員、その他地域で社会教育を担う人）が支援することで、
学びの活動が生まれる。この活動を「たまり場」にフィードバックし、「親
育ち」の循環を創出する。
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第２章 「つながりづくり」

【現状と課題】
平成２７年度国勢調査によると、本県の県外就業

率は全国２位で、１５歳以上の働いている人のうち
約３割（２８．８％）が県外で働き、大阪府に近い
市町ではさらに高い数字となっている。一方、民間
調査によると、奈良県の県外からの「魅力度」は６
位であるのに対し、県民が抱く奈良県に対する「愛
着度」は２４位となっており、外からの評価と内か
らの評価が乖離している。職住分離が進み、地域の大人が自らの地域ですら

よく知らないことが指摘される
など、地域に愛着を持ち、地域
の課題は地域ぐるみで解決して
いこうという気運を高めること
が重要である。

また、県内の家族類型の構成
を見ると、「単独世帯」（世帯人
員が１人の世帯）及び「ひとり
親世帯」（父子世帯・母子世帯）
は年々増加し、特に「単独世帯」
の全世帯数に占める割合は２５．
７％にのぼり、大きな伸び率と
なっている。さらに、全世帯に
おける「６歳未満世帯員のいる
世帯」は８．８％で、小さな子
どものいる世帯の割合が、地域
においてどんどん減少している。
昨今、子ども会、青年団などの
地縁団体の組織数・組織率が減
少し、ＰＴＡ等への不参加の問
題などもクローズアップされて
いる。

地縁組織による伝統的な住民相互の交流の機会が低下し、子育て家庭が家
庭内だけの閉じた存在になっていくことが懸念される中、社会・地域におけ
る人々の信頼関係や結びつきを強め、地域の教育力を高める取組をどう進め
ていくかが、社会教育の課題の一つとなっている。

中央教育審議会では、平成２７年１２月２１日の第１０４回総会において、
「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在

順位 都道府県名

1 北海道

2 京都府

3 東京都

4 沖縄県

5 神奈川県

6 奈良県

7 大阪府

8 福岡県

9 長野県

10 石川県

魅力度47都道府県ランキング

(2017 ブランド総合研究所)

順位 都道府県名

1 北海道

2 沖縄県

3 京都府

4 大分県

5 熊本県

・
・
・

24 奈良県

(2016 ブランド総合研究所)

都道府県出身者による
愛着度ランキング

順位 都道府県名 割合(%)

1 埼玉県 29.4

2 奈良県 28.8

3 千葉県 27.6

4 神奈川県 25.5

5 兵庫県 14.4

全　国 9.0

都道府県県外就業率（上位5位）

国勢調査（H27 総務省）
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り方と今後の推進方策について（答申）」を取りまとめた。これを受け、国で
は、地域と学校が連携・協働し、幅広い地域住民や保護者等の参画により地
域全体で子どもたちの成長を支え、地域を創生する「地域学校協働活動」を
全国的に推進するため、社会教育法を改正し、同活動に関する連携協力体制
の整備等を行った。これにより、幅広い地域住民等の協力を得て、社会総掛
かりでの教育を実現するとともに、地域づくりの視点として、学校を核とし
た協働の取組を通して、地域の将来を担う人材を育成し、自立した地域社会
の基盤づくりを図る「学校を核とした地域づくり」を推進することが目指さ
れている。

【提言】 多様なアプローチを使って知（地）縁関係を育む
かつての地域社会では、子どもを育てることは、親だけでなく全ての大人

の責務であった。子どもたちは地域の豊かな人間関係の中で社会性を身につ
けて成長し、親は地域社会とのつながりの中で、子どもをどう育てていくか
を学び、自らの子育てが認められることで親として育っていった。

今日、地域の人間関係の希薄化，地域における地縁的なつながりの希薄化
などにより、親が日常生活の中で多様な子育てのモデルに出会う機会がめっ
きり減っている。子育てについて困難が生じた場合に、その解決を親や家庭
の努力のみに委ねることは到底困難となっている。地域全体で親の学びや子
育てを応援し、「子育て家庭」を支えていくためには、その基盤として、日常
的に地域がつながりをもち、支えあえる関係が構築されなければならない。
身近な住民同士が積極的にあいさつや声かけを行ったり、地域の活動に参加
することにより、子どもから大人まで誰もが顔見知りとなる関係づくりを進
めていく必要がある。

様々な考えや立場の人が地域に暮らす中、それら住民一人一人が、もれな
く地域活動に参加することができるような場や機会を創り出すことが望まし
い。特に、将来の地域社会の担い手となる若い世代や、仕事や家庭が忙しい、
地域活動に興味・関心がない、参加したい気持ちはあるがどのように参加し
たらいいのかわからない、などの理由により、良好な地域社会の維持・継続
が難しい状況となっている住民等を、いかにして地域活動に呼び込むかを考
える必要がある。テーマや形態など、既存の活動や枠組みにとらわれること
なく、多様なアプローチを使って、地域住民が気軽に参加できる地域の取組
を工夫しなくてはならない。

それら地域の多様な取組は、地域のつながりをつくるばかりでなく、時に、
子育て中の親の参画を促す。そのつながりが親のよりどころとなり、親の学
びの機会やきっかけとなったり、自尊感情につながったりすることも期待さ
れる。地縁的・伝統的なつながりも大切にしつつ、お互いがほど良い距離感
を持って参加できる地域活動から、お互い知っている関係「知（地）縁」を
つくり出し、そこから新たなつながりを生み出していくことも大切である。
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〈多様な対象〉
・問題を抱えた親子 ・若者 ・子を持たない大人
・地域に新しく移り住んだ人 など

〈多様なテーマ〉
・趣味や関心事（本・音楽・スポーツなど） ・育児や子育て
・おしゃべりの場 ・防災など

〈多様な形態〉
・サロン ・講習会、学習会 ・訪問、巡回
・伝統的な行事のリメイクなど

社会教育における地域の「つながりづくり」の手法は、それぞれの地域の
特色や課題ともあいまって千差万別である。多様な地域活動モデルを収集し、
そのノウハウや、取組による地域の変容を各市町村や社会教育関係者に示す
ことで、各地域の課題に照らして「うちの地域でもアレンジしてやってみよ
う！」という意欲を呼び込むよう努めなければならない。
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【提言】 地域活動を支える人材が集い、学び、つながる場をつくる
近年、県内でも「子育て講座」「子どもの居場所づくり」「子ども食堂※１」「子

育てサロン※２」などが徐々に取り組まれるようになり、主導する組織・団体が
独自の理念や目的、手法のもとに活動している。これらの取組が地域にとっ
て効果的に作用するためには、個々の活動が充実すると同時に、こうした活
動の主体がネットワークを構築し、相互に連携し合うことが求められる。

公民館等の社会教育施設においては、ネットワーク型行政の拠点として新
たな役割が期待されている。加えて、地域の取組を支える組織・団体が互い
の活動や情報を共有し、有機的に連携・協働する地域ネットワークを構築す
る機会や場を提供することが求められている。また、「地域の子どもは地域で
育てる」といった気運の醸成を図り、持続可能な地域活動を地域に根付かせ
るためには、地域住民一人一人の主体的な取組への参画が欠かせない。

県内の社会教育を取りまく状況は、職員（公民館職員、社会教育主事等）
の配置率が年々減少傾向にある。社会教育担当者が孤立感を深める中で、市
町村や立場の枠を超えて、日頃の悩みを相談したり、互いの地域づくりのノ
ウハウを学びあうとともに、これからの本県の社会教育をリードする人材育
成の機会が求められる。

〈地域ネットワークの拠点として〉
・行政と民間、団体と団体等が互いにつながり合うことができる場
・志ある地域住民のアクセス先となり、活動のきっかけとなる場
・活動の主体が互いに悩みを相談し、好事例や失敗事例の交流ができる場
・地域づくりのスキルやノウハウを身につけられる場

※１「子ども食堂」とは
一般的に、地域住民や自治体が主体となって無料または低料金で子どもたちに食

事を提供するコミュニティの場。

※２「子育てサロン」とは
子育ての悩みを相談でき、保護者どうしの仲間づくりと子どもの遊び場づくりを目的と

した憩いの場。
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第３章 「子どもの育ちをサポート」

【現状と課題】
今日、子どもたちの基本的な生活習慣の乱れ、規範意識や人間関係を形成

する力の低下が問題となっている。また、諸外国と比べて、「自尊感情」が低
く、将来の夢を描けないといった指摘もある。

家庭と子どもの育ちをめぐる問題が複雑化する中、平成２７年度第１回奈
良県社会教育委員会議では、以下のような「子どもに関する今日的課題」が
指摘された。

〈子ども自身の課題〉
・社会性や規範意識の低下 ・自尊感情の低さ
・想像力不足（相手の気持ちがわからない） ・ＳＮＳ依存
・体験不足 ・コミュニケーション力の低下
・子ども同士のつながりの希薄さ ・相対的な貧困

〈子どもと親の間にある課題〉
・親に対する信頼感がない
・親の行動や考え方が子どもの模範となっていない。

〈子どもと地域の間にある課題〉
・あいさつができない ・出会う場がない

平成２９年
度の全国学力
学習状況調査
によると、こ
れまで奈良県
の児童生徒の
課題とされて
きた「規範意識に関する質問」では、すべての項目で９割以上が肯定的な回
答をしており、改善傾向が見られるものの、今後も継続した取組が求められ
ている。

一方、「今住んでいる地域の行事に参加しているか」の質問では、全国平均
を小学校で３．１ポイント、中学校で６．４ポイントそれぞれ大きく下回る
など、地域活動に対する関心の薄さがうかがえる。

規範意識は、多様な人々との関わりや様々な経験を重ねる中で育まれるも
のであり、異なる世代・年齢の人々との多くの関わりや地域社会とのつなが
りを通して、子どもの規範意識を向上させる環境を整えなければならない。
子どもたちが自らの課題を解決し、自立した市民として成長するために、大
人がどのような働きかけをしていけばよいのかについて、今、その取組が求
められている。

質　　　　問 奈良県 全国 差 県Ｈ28 県Ｈ27 県Ｈ26 県Ｈ25

小 91.1 92.6 -1.5 89.6 89.1 88.6 88.3

中 93.6 95.2 -1.6 92.8 91.7 90.3 88.5

小 96.4 96.1 +0.3 97.0 96.8 96.4 95.9

中 91.6 92.8 -1.2 92.4 92.6 92.2 92.3

小 93.2 92.5 +0.7 94.3 94.1 94.8 94.3

中 90.9 91.9 -1.0 91.9 93.0 94.0 92.7

質　　　　問 奈良県 全国 差 県Ｈ28 県Ｈ27 県Ｈ26 県Ｈ25

小 59.5 62.6 -3.1 66.5 65.5 66.6 63.2

中 35.7 42.1 -6.4 41.2 39.3 39.5 37.2

学校のきまり（規則）を守っていますか
　　　　　　 　　（当てはまる、どちらかといえば当てはまる）

いじめはどんな理由であってもいけないことだと思い
ますか　　　　（当てはまる、どちらかといえば当てはまる）

人の役に立つ人間になりたいと思いますか
　　　　　　 　　（当てはまる、どちらかといえば当てはまる）

今住んでいる地域の行事に参加していますか
　　　　　　　　　（当てはまる、どちらかといえば当てはまる）

全国学力・学習状況調査（H29 文部科学省）
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【提言】 子どもの「居場所」づくりを、
地域の様々な施設・場所・運営方法で展開する

小さい頃より子どもたちが認められる場、自信の持てる場を地域につくる
とともに、信頼を寄せて模範とするような地域の大人たちと知り合い、子ど
もと大人が互いに学び合えるような環境づくりを進める必要がある。そのた
めには、子どもの活動拠点「居場所」を確保し、放課後や週末等の様々な体
験活動や地域住民との交流活動等を支援していかなければならない。

子どもの「居場所」とは、地域に開かれ、社会の多様な人たちと交流でき、
集団的・体験的な活動が出来る場であり、課題を抱えた子どもたちの心理的
側面を支え、課題解決に向けた活動を行う場である。子どもたちが、地域の
大人や大学生など、「居場所」を支える多様な人間関係の中で活動し認められ
ることで自信を持ち、時に、子どもたちの自主的な活動を通して達成感を味
わうことで、自尊感情を高めていく効果が期待できる。加えて、「子ども食堂」
や学習支援等、子どもたちが抱える課題の解決に向けた活動を行うことで、
子どもの自己実現の支援にもつながる。

子どもの「居場所」を支えるものとして、大学生や高校生にも積極的な参
画を促したい。子どもたちが、先生でも親でもない（タテ）、同じ視点になり
がちの友達でもない（ヨコ）、利害関係の無い大人や大学生、高校生との「ナ
ナメの関係」を築くことで、多様な人間関係を手掛かりに、少し違った価値
観や幅広い生き方を学ぶ機会にもなる。それは、高校生や大学生に、自分た
ちも地域社会の一員であり社会教育を担う人材であることを自覚させるため
にも大きな意義がある。彼らがそこで生き生きと活動することで自尊感情を
高め、将来にわたって地域活動に参画し続ける意欲を持ってもらうことが、
持続可能な子育て支援、社会教育活動を生み出す要因となる。

一方で、子どもの「居場所」を支える大人（公民館職員等・教職員・地域
ボランティア・社会教育関係団体等）が、子どもの成長について学習する機
会を得て、子どもの自尊感情を育てるコミュニケーションの方法を身に付け
るとともに、子どもたちの課題について共通の認識を持つ必要がある。県の
社会教育研修、ＰＴＡ協議会等社会教育団体との共催研修において、社会教
育に携わる者・保護者に対し、子どもの成長・課題をテーマとした学習の場
を設けることも必要である。
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【提言】 社会教育と学校教育が連携し、信頼し合える関係づくりを行う
今日、いじめや不登校、子どもの貧困、保護者によるネグレクトや虐待な

どが大きな問題となっているが、子どもを取りまく課題の解決には、社会教
育と就学前・学校教育がそれぞれ独自の教育機能を発揮し、互いに足りない
部分を補完しながら協力しあうことで、より大きな教育効果をあげることが
できる。社会教育には就学前・学校教育とはまた違った多様な物差しが存在
し、学校や家庭生活とは違った場面において、子どもたちが自信をもち、自
主的な活動を通して達成感を味わうことで、自尊感情を高めていくことがで
きる。一方、保護者も、親族や学校とは違った、利害関係を含まない関係の
中で、気軽に子育ての悩みを相談できる場を持つことは大きな力となる。

社会教育と就学前・学校教育それぞれに携わる者同士、お互い信頼関係を
結べるような関係づくりの機会・場・活動をつくり、子どもたちをより多角
的な価値観の中で認め育んでいくことが大切である。「地域学校協働活動」等、
教職員と保護者、地域住民、社会教育団体等により構成される組織において
熟議を重ね、学校・家庭・地域が一体となった取組を共に実践することを通
して、社会教育と就学前・学校教育の相互理解を促進し、信頼関係を深める
ことが期待される。

近年、地域の住民が小学校を訪問して郷土の伝統芸能の指導をしたり、高
校生の地域貢献活動を地域の高齢者が積極的にサポートするなど、子育てが
一段落した人、定年を迎えた人等が、子どもたちとともにいきいきと活躍す
る事例が増えてきている。子育ての経験や就労経験は、子育てや子育ちを支
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援するための立派なスキルとなる。柔軟で親身になって子どもの育ちを支え
てくれるシニア層と積極的に連携していく取組も有効である。
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奈良県社会教育委員会議 本テーマ協議の経過

回 開催年月日 討議等の概要

〇奈良県の社会教育推進の重点について検討

１ 平成２７年
２月９日（月） 〇テーマ「子どもに関する課題を解決するための大人の

学びを創造する社会教育の在り方」の決定

〇「子どもに関する課題」について

２ 平成２７年
１０月２１日（水） 〇「子どもに関する課題」を解決するために、どのよう

な大人の学びを創造すべきかについて

平成２８年
〇討議の柱の設定と今後の議論の進め方について

３
２月１８日（木） 〇討議の柱１「親の育ちをサポート」について

４ 平成２８年 〇討議の柱２「つながりづくり」について
１１月２２日（火）

５ 平成２９年 〇討議の柱３「子どもの育ちをサポート」について
２月２４日（金）

平成３０年
〇報告書骨子案について

６
１月１０日（水） 〇報告書に掲載する地域活動モデルについて

７ 平成３０年 〇報告書案について
５月１６日（水）


